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第Ⅰ部  総  括  編 
 

第１章  平成 19 年度重点施策 

 

 

                教 育 の 新 生   教 育 の 新 生 

                            

                             小 中 学 校 費 

                             高 等 学 校 費 

                学 校 教 育 の 充 実   特 別 支 援 学 校 費 

                             県 立 学 校 の 整 備 

  教 育 の新生と                      学 校 教 育 指 導 の 充 実 

社 会 に役立つ人づくり                         

              青 少 年 健 全 育 成 の 推 進   青 少 年 健 全 育 成 の 推 進 

                                               

                  

                生 涯 学 習 の 振 興   生 涯 学 習 の 推 進 

                             家 庭 教 育 の 推 進 

 

                ス ポ ー ツ の 振 興   学 校 体 育 ・ 社 会 体 育 の 充実  

 

  多 彩 な交流が展開される  

愛 知 づくり          文 化 芸 術 の 振 興   芸 術 文 化 の 普 及 及 び 保 存 
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第 2 章 平成 19 年度における教育行政の主な動き 

 

１  総 務 課  

   教 育 企画室  

    「 あ い ちの教育に関するアクションプラン」の策定と推進、「県立学校情報化推進計画」の

推進、教育委員会規則等の審査に関する事務を行った。  

２  財 務 施設課－学校教育の充実  

(1)県 立 学 校建物の耐震改修  

東 海 及び東南海・南海地震の発生が懸念される中、災害発生時における児童生徒の安全確保

及び近隣住民の避難所としての機能を確保するため、平成 19 年 度 は 34 校 37 棟 （ う ち耐震完

了 33 棟 ）の県立学校建物の耐震化工事を実施した。なお、平成 13 年 度ま でに終了した耐震診

断の結果、補強が必要とされる建物のうち、耐震性能が低く優先的な対応が必要とされる建物

については、平成 14 年 度か ら平成 18 年 度 ま での 5 年 間 で耐震改修を行った。また、次に耐震

性能が低い残りの建物については、平成 19 年 度か ら平成 27 年 度 ま での 9 年 間 で計画的に耐震

化を図っていく。  

(2)個 に 応 じた多様な教育のための教職員定数の配置  

ア  少 人 数教育推進のための教員  

幼 稚 園等から小学校へ入学する段階で、学習面、生活面において、児童一人一人にきめ

細かな指導が可能となり、就学前教育からの接続が円滑になるよう小学校第 1学 年 で 35人 編

制 の少人数学級を継続して実施した。また、小・中学校へ、ティームティーチング等少人

数指導の充実のため 1,693人 の 教 員を配置し、少人数学級の実施と併せて少人数教育を推進

した。  

   イ  日 本語 教育適応学級担当教員  

日 本 語教育が必要な児童生徒にきめ細かな指導を行うため、配置基準を改善し 233人 の 教

員を配置した。  

ウ  通 級 指導教室担当教員  

通 常 の学級に在籍する障害のある児童生徒を、障害の状態に応じて特定の時間に別教室

で効果的な教育指導を実施する通級指導のため、 72人 配置 するとともに、ＬＤ・ＡＤＨＤ

の児童生徒の通級指導充実のため新たに 7人 を増員し、 14人 の 教 員を配置した。  

エ  児 童 生徒支援対応教員  

不 登 校等の児童生徒に対応するため 149人 の 教員を配置した。  

(3)魅 力 と 活力ある県立高等学校づくり  

社 会 の変化や生徒の多様化、少子化による生徒数の減少に対応するため、県立高等学校再編

整備実施計画（第 1 期 ） 等に基づき、魅力と活力ある県立高等学校づくりを推進した。  

ま た 、平成 22 年 度 ま でに統合により再編する学校やその実施の手順などを示した県立高等

学校再編整備実施計画（第 2 期 2 次 分 ）を策定した。  

３  教 職 員課－教員の育成と登用  

(1)指 導 力 不足教員等への対応  

    魅 力 と 活力のある学校づくりを推進するためには、教員一人ひとりの資質・能力の向上と積

極的な教育活動への参画が求められる。  
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    平 成 15 年 度 か ら、指導力向上を要する教員として認定された者は、当該教員の指導力不足

の実態に応じた研修計画を作成し、総合教育センターを中心に研修を受講させている。  

    平 成 17 年 度 か ら、「教員の資質向上検討会議」を設置し、指導力不足教員の的確な把握等を

始 め と し た 人 事 管 理 の 在 り 方 及 び 県 教 委 と 市 町 村 教 委 と の 連 携 の 在 り 方 等 に つ い て 検 討 を 行

った。  

    教 育 公 務員特例法の改正に伴い、指導が不適切な教員に対する指導改善研修の実施が任命権

者に平成 20 年 4 月 1 日 か ら義務付けられたことにより、指導が不適切な教員の認定及び指導

改善研修に関する規則を制定した。  

(2)教 員 評 価制度  

教 育 改革を実現し、地域住民から信頼される学校づくりを進めるためには、教職員一人ひと

りが、その資質能力を向上させながらそれを最大限に発揮し、学校運営に積極的に参画するこ

とが不可欠である。そのためには、教職員一人ひとりの能力や実績等が適正に評価され、評価

が人事や給与等の処遇に適切に結びつけられることが必要である。  

こ の ため、平成 15 年 度 から平成 17 年 度 の 3 か 年、文部科学省の委嘱を受け「教員の新たな

評価システムに関する調査研究」に取り組み、平成 18 年 度 か ら教職員評価制度を実施してい

る。  

検 討 すべき課題もあるので、今後の実施状況を検証しながら、平成 18 年 度 か ら、「学校の組

織運営に関する調査研究会議」のなかでさらに検討を重ねている。  

ま た その中に教職員評価制度調査研究専門部会を設置し、引き続き実施上の問題点、課題等

について研究を行っている。  

平 成 19 年 度 は 、調査研究会議を年 5 回 、 専門部会を年 3 回 開 催した。  

  (3)教 員 表彰の実施  

    優 れ た 教育活動に取り組む教員を表彰することにより、県内公立学校教員の意欲を高め、資

質能力の向上に資することを目的とした「愛知県教育委員会教員表彰実施要綱」を平成 19 年

度 に 制定し、小学校 32 人 、 中 学校 38 人 、 高 等学校 24 人 、 特別支援学校 6 人 を 表彰した。  

４  福利課  

県、公立学校共済組合及び愛知県教育職員互助会の三者が一体となり、愛知の教育行政の更な

る円滑化を目指し、教職員の生活の安定と福祉の向上を図るため、各種医療給付等の短期給付事

業、退職共済年金給付等の長期給付事業、臨時の支出に対する貸付や人間ドック健診補助・メン

タルヘルス相談事業等の福祉事業及び健康づくり・生きがい活動支援等の厚生事業を実施した。 

ま た 、県内 12 地 区 に 建設されている教職員住宅の管理運営及び教職員の衛生管理、公務災害

補償に関する事業を実施した。  

５  生 涯 学習課及び文化財保護室－生涯学習の推進と文化芸術の振興  

(1)生 涯 学 習の推進  

県 の 生涯学習に関する施策を総合的かつ効果的に推進するために、生涯学習推進本部会議を

開催するとともに、県の生涯学習関連事業を体系的にとりまとめた。また、県民の多様な学習

活動を支援するため、「生涯学習情報システム（学びネットあいち）」により広域的に生涯学習

情報を提供するとともに、生涯学習推進センター情報誌「まなびぃあいち」を発行した。  

さ ら に、県民に学習の機会を提供するために生涯学習講座（地域開催講座、学校開放講座）

を開催したり、リカレント教育の推進を図った。  
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  (2)子 ど も交流・体験活動推進事業の展開  

    子 ど も たちの人間関係を築く力を育成するために、異年齢・異世代との交流・体験活動の機

会を設けた。  

(3)家 庭 教 育の充実  

家 庭 教育を担う保護者、特に父親を対象に、改めて家庭教育のあり方を見直す機会を提供し、

家庭での望ましい実践を促進した。また、日頃、家庭教育に関心の少ない親への働きかけを視

野に入れ、どの親も参加する就学時健診、保護者会等の機会を活用した「子育て学習講座」を

開催する市町村への支援を行った。さらに、児童虐待や子育てに不安を持つ親の増加を踏まえ、

子育ての喜びや尊さについてその認識を高めるため、乳幼児を持つ親を対象とした「子育て支

援を考える交流会」を「子どもに語ろう」地区推進大会に組み入れ、その充実を図った。  

(4)地 域 子 ども文化活動育成事業等の充実  

    地 域 ふ れあい芸術体験事業として芸術団体を 3 市 町 村へ派遣、また地域文化活動活性化事業

として 6 つ の 地域における文化芸術活動との委託事業を行った。  

高 校 生 の 文 化 部 活 動 の 最 高 の 発 表 の 場 と し て 、 愛 知 県 芸 術 劇 場 大 ホ ー ル ・ コ ン サ ー ト ホ ー

ル・中区役所ホール・愛知県美術館において「アートフェスタ－愛知県高等学校総合文化祭－」

を実施した。  

(5)文 化 財 の保存・活用  

急 速 に 変 容 す る 現 代 社 会 に あ っ て 歴 史 的 遺 産 で あ る 文 化 財 を 取 り 巻 く 状 況 は 大 変 厳 し く 、   

そ れ ら を保存し、後世に伝えていくことが大切である。  

  国 、県 及び市町村指定の無形民俗文化財等を公開し、その保存・伝承を図るとともに、民俗

芸能への理解と認識を深めるための民俗芸能大会を津島市（ 7 月 ）と岡崎市（ 2 月 ）で開催し、

10 件 の 民 俗芸能を公開した。  

ま た 、県指定無形民俗文化財「板山獅子舞（半田市）」をＤＶＤに記録保存する事業を実施

した。  

   さ ら に 、国や県の指定文化財に対しては、所有者や管理者が行う保存のための修理等の経費

を補助し、その保護に努めた。  

   愛 知 県埋蔵文化財調査センターでは、埋蔵文化財の保護のため埋蔵文化財包蔵地内で実施さ

れる国・県等の各種開発事業との調整を行った。  

６  高 等 学校教育課－高等学校教育の充実  

(1)新 教 育 課程の理解推進  

平 成 11 年 3 月 に 新学習指導要領が告示され、高等学校においては、平成 15 年 度 からその学

習指導要領に基づいた教育課程が実施されている。教員及び保護者に対してその趣旨の徹底を

図るための研究協議会の実施、並びに教育課程の研究委嘱等を行った。  

(2)心 が ふ れあう学校づくり推進事業  

各 学 校が核となって、地域の異校種の学校（園）や地域社会と交流を行う中で、開かれた魅

力ある学校づくりの推進を目指した高等学校の取組を支援した。平成 19 年 度 は 114 校 の 応 募

があり、各学校が提出した事業計画の内容等を審査し 20 校 を 実 践校として指定した。  

(3)愛 知 県 産業教育審議会の開催  

本 県 の産業教育の振興を図るため設置されている愛知県産業教育審議会は、平成 19 年 2 月

に 教育委員会から「時代の変化に対応した専門高校の在り方について」諮問を受けた。2 年 間
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を 検 討 期間として審議し、平成 21 年 2 月 の 審議会で答申を行う予定である。  

(4)高 等 学 校への情報処理機器の整備  

平 成 15 年 度 か ら普通教科「情報」が実施されるなど情報教育の充実を図っている。さらに、

近年の情報技術のめざましい進歩に対応するため、情報処理機器の更新整備を進めるとともに、

平成 18 年 度か ら 6 か 年を計画期間とする「県立学校情報化推進計画」を策定し、情報機器や

校内ネットワーク等の整備を進めている。  

(5)県 総 合 教育センター  

本 県 の教育に関する専門的な研究及び教育相談等を行うとともに、教職員の研修や生徒の実

習を総合的に実施している。  

７  義 務 教育課－義務教育の充実  

(1)心 豊 か な児童生徒育成推進事業  

ア  学 校 ・家庭・地域の連携  

「 平 成 19 年 度 愛 知県生徒指導推進協議会」において、不登校の未然防止のために、対人

関係を獲得するなどの社会性を育む「絆づくり」のあり方を協議した。  

平 成 15 年 度 か ら、不登校対策実践研究事業を実施し、不登校児童生徒の早期発見、早期

対 応 を は じ め 、 よ り 一 層 き め 細 か な 支 援 を す る た め 、 適 応 指 導 教 室 等 を 中 心 と し た 不 登 校

対策に関する中核的機能（県内に 20 の ス ク ーリング・サポート・センター）を充実し、地

域ぐるみのサポートネットワークの整備を推進してきた。  

平 成 19 年 度 か らは問題を抱える子ども等の自立支援事業を実施し、不登校・暴力行為・

い じ め ・ 児 童 虐 待 等 に つ い て 、 未 然 防 止 ・ 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 に つ な が る 効 果 的 な 対 応 に

ついて調査・研究を行ってきた。  

   イ  相 談活 動の充実  

相 談 事 業 と し て は 、 カ ウ ン セ リ ン グ や 精 神 医 学 に 関 す る 専 門 知 識 を 有 す る ス ク ー ル カ ウ

ン セ ラ ー を 学 校 へ 派 遣 す る こ と に よ り 、 児 童 生 徒 や 保 護 者 や 教 員 等 の 具 体 的 な 悩 み や 問 題

に対応した。  

(2)心 を む すぶ学校づくり推進事業  

平 成 18 年 度 か ら、子どもたちが異校種の児童生徒をはじめ、友達や教師、保護者、地域の

人々とかかわり、心をむすぶ活動を展開し、学校が独自の文化を創造していくことによって、

子どもたちにとって真に楽しい学びの場となるような特色ある学校（園）づくりを支援する「心

をむすぶ学校づくり推進事業」を開始した。平成 19 年 度は 応募総数 70 校 （ 園 ）の中から、 3

幼 稚 園、 14 小 学 校 、７中学校を選考し、特色ある学校（園）づくりを支援した。  

８  特 別 支援教育課－特別支援教育の充実  

特別支援教育をいっそう充実させるために、主に次の施策を実施した。  

(1)特 別 支 援学校の充実  

   ア  ス クー ルバスの拡充  

     児 童 生 徒の通学の利便性や安全性の向上を図るため、知的障害養護学校にスクールバスを

4 台 増 車した。  

イ  社 会 自立の支援  

卒 業 後の社会生活適応に向け、生徒が企業や施設で実習を行うことを支援した。  
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ウ  情 報 教 育の推進  

コ ン ピュータを使って児童生徒を指導できる教員育成を主な目的として、情報教育推進事

業を実施した。また、児童生徒の情報活用能力を養うため、コンピュータ及び情報ネットワ

ークの環境整備を行った。  

エ  知 的 障害養護学校の過大化への対応  

養 護 学校課題研究調査委員会の報告をもとに、平成 21 年 度 に 岡崎地区に開校するみあい

養 護 学 校 の 建 設 工 事 及 び 豊 川 地 区 に 開 設 す る 、 豊 川 養 護 学 校 本 宮 校 舎 （ 高 等 部 ） の 実 施 設

計を行った。  

オ  心 を つなぐ学校づくり推進事業  

各 学 校 が 、 地 域 の 異 校 種 の 学 校 や 地 域 社 会 と 積 極 的 に 交 流 を 図 り 、 地 域 に 開 か れ た 魅 力

ある学校づくりを推進するための活動を支援した。  

(2)個 に 応 じた教育推進と理解推進  

    保 護 者 の特別支援教育に対する理解推進、適正就学に資するため、県立養護学校 15 校 で 体

験入学を行った。また、各教育事務所管内 8 か 所 で入学前就学相談を行ったほか、小・中学校

に在学する障害のある児童生徒に対して障害に応じた指導の一層の充実を図った。  

(3)特 別 支 援教育の推進  

    県 内 の 特別支援教育体制の推進を図るため、以下のような取組を実施した。  

    障 害 の あ る 子 ど も 及 び そ の 保 護 者 を 乳 幼 児 期 か ら 学 校 卒 業 後 ま で 生 涯 に わ た っ て 支 援 す る

方策を検討するため、県レベルでの「愛知県特別支援教育連携協議会」を設置するとともに、

県内 6 地 区に 7 つ の「地区特別支援教育連携協議会」を設置した。また、小・中学校の通常の

学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒を支援するため、特別支援学校の

教員による専門家チームが、市町村教育委員会からの要請に応じて小・中学校を訪問し、該当

校の教員等へ指導助言を行った。  

９  健 康 学習課－心の健康教育の推進  

青 少 年 の 心 身 の 健 康 問 題 を は じ め 少 年 に よ る 凶 悪 犯 罪 の 多 発 な ど 大 変 憂 慮 さ れ る 状 況 が 続 い

ている中で、自他の生命の尊重を基盤とする健康教育を「からだと心の健康教育」と称し、心の

教育に主眼を置いて、健康に関する当面の課題に向けた対策を講じるため、「からだと心の健康

教育推進事業」を次のとおり実施した。  

(1）「 か らだと心の専門講座」の開催  

学 校 における健康教育の充実と教員の薬物乱用防止教育、性教育、心の教育に関する専門的

な資質を高めるため、医師、大学関係者等を講師として小・中・高等学校の教員を対象に講義・

演習・実習等の講座を開催した。  

(2）「 ピ アカウンセリング体験セミナー」の開催  

生 徒 自身がからだと心の健康問題について関心を高め、仲間同士で話題を共有し、問題解決

の能力を身に付けることを目的として体験セミナーを開催した。  

10 体 育 ス ポーツ課－県民総スポーツの振興  

(1)学 校 体 育の振興  

    全 国 中 学校体育大会が東北ブロック等で、全国高等学校総合体育大会が佐賀県他で開催され、

それぞれ 469 名 、 772 名 の 生 徒が参加した。  



 - 7 -

(2)生 涯 ス ポーツの振興  

    県 民 の スポーツに対する興味、関心の高まりを踏まえ、県民が生涯にわたり生活の中にスポ

ーツ・レクリエーション活動を取り入れるきっかけとなるよう、ニュースポーツを含む 28 種

目 に より「愛知スポーツ・レクリエーションフェスティバル」を開催した。  

    ま た 、高度・多様化するスポーツニーズに応えることのできる質の高い指導者の養成、確保

を目指して「ボランティアリーダー養成セミナー」及び「フォローアップマネジメントセミナ

ー」を開催した。  

    さ ら に 本県では、「広域スポーツセンター」を設立している（平成 16 年 11 月 ）。  

    広 域 ス ポーツセンターは、総合型地域スポーツクラブの育成に関する支援を行い、総合型ス

ポーツクラブの交流の拠点になっていくものである。  

(3)競 技 ス ポーツの振興  

競 技 力の維持向上と選手の育成強化を図り、国体で優秀な成績を収めることができるように、

成年、少年の国体候補選手を対象に強化事業を実施した。  

第 62 回 国 民体育大会では、男女総合成績第 7 位 、女子総合成績第 12 位 の成 績を収めること

ができた。  

(4)体 育 ・ 野外活動施設の整備  

愛 知 県体育館を始めとする体育・野外活動施設は、開所以来相当の期間を経ており、施設・

設備の改修等が必要となっている。平成 19 年 度 は 、口論義運動公園プール棟ＧＨＰ用熱交換

器取替工事等を行った。  


